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ち上げた 2000 年以降の動向を概観し、「ネットに注目した事業展開としてはかなり早い」
また「ネットで葬儀、墓、仏壇の販売を斡旋する、という現在の主要業務を次々と立ち上げ
る 。 そ の 後 の 事 業 展 開 は 目 を 見 張 る も の が あ る 」 と 評 し て い る
（https://souken.info/himonya14/ 2019 年 10 月 15 日）。その一方で、「個人的にいえば」
と断りつつも、「供養業界」「就活事業」「（ライフ）エンディング産業」ともに「どれもが私
の好みではない」「あまり好きではない」と漏らしている（ https://hajime-
himonya.com/?p=2182 2019 年 10月 22日）。 
 碑文谷のエッセイを踏まえ、鎌倉新書オンラインショップでの表現を読み返すと、葬祭に
関わる様々な場面が、ビジネス用語に置換されていることに、あらためて気づかされる。こ
の小稿でみてきたように、鎌倉新書が想定する顧客は、第一義には業者であった。一般消費
者は、あくまで業者を介してアプローチする対象であった。たとえば先述したパンフレット
『お墓参りに行こう』シリーズについては、「お客様への接客段階に応じてお渡しできる小
冊子です」「3 冊シリーズを揃えればお客様に 3 回アプローチすることが可能です」等々の
表現に遭遇する。この「お客様」という用語を、小稿では「顧客」また「一般消費者」に置
換してきたが、そもそもビジネス用語を使って論述すること自体が、鎌倉新書オンラインシ
ョップの用語に巻き込まれた結果である。別言すればこの小稿は、鎌倉新書オンラインショ
ップを象徴的一事例とした「供養業界」の語法に則って、「一般消費者」のようなビジネス
用語を使ったのである。 
 その一方で、オンラインショップに宗派別の信行教典シリーズが並ぶように、ビジネス用
語とは異なる語法の印刷物が、商品として流通していることも、この小稿が確認したことで
あった。たとえば『真言宗信行教典』のように、真言宗・浄土宗・曹洞宗・日蓮宗について
はそのまま「信行教典」を付した書名だが、天台宗については『天台宗勤行教典』と、また
真宗大谷派については『真宗大谷派入門聖典』とされており、このシリーズが宗派別の語法
に極めて敏感であると、うかがい知ることができる。さらには、オンラインショップでの紹
介文冒頭でいきなり「この本はビジネス用につくられたものではありません」と謳う『江戸
大 名 墓 総 覧 』 も 販 売 さ れ て い る （ https://shop.kamakura-
net.co.jp/shopdetail/011004000023/003/Y/page1/recommend/）ことからも、ビジネス用語
とは異なる語法の印刷物が、現在の「供養業界」には必要不可欠であることを、うかがわせ
る。 
 以上、小稿で確認してきたことを踏まえ、今後の課題としては、ビジネス用語とは異なる
語法の印刷物である信行教典シリーズや『江戸大名墓総覧』について、その系譜をたぐる作
業が要請される。檀信徒へ向けた宗派別概説書である信行教典シリーズについては、たとえ
ば、真宗大谷派（東本願寺）の「お給仕」にまつわる概説書が、系譜の一つであることは想
像に難くない。このような系譜をたぐることで、葬祭にまつわる印刷物にみえる語法が、近
代そして現代へと至る中でいかに変容したのか、そして現在のオンラインショップにみる
ように、いかにビジネス用語と接続したのかについて、次年度以降は検討することにしたい。  

59 
 

22..22..イインンタターーネネッットト班班概概要要  

土居 浩 
 

 今期のインターネット班では、研究の初年次として、各自の課題に着手し、今後の展望を
示した。 
 橋本雄太報告「コロナ禍における結婚式の開催と情報システムの利用」は、自身の経験を
具体的事例報告として、結婚式・披露宴における情報システム利用を概観し、今後の調査へ
の展望を示す。橋本は、招待者情報の管理や、披露宴会場で流す音楽を指定する際には情報
システムを利用する一方で、式進行や司会者とのやりとり、料理コースの決定等々の工程に
ついては、ウェディングプランナーとの対面の打ち合わせで決定した。ここから橋本は、招
待者や引出物の管理などは一元化・標準化（パッケージ化）が進むだろうが、全面的にパッ
ケージ化されてしまうと、式として個性の脱落した無味乾燥なイベントになってしまうと
指摘し、当面は式としての「一回性」を確保する形で、情報システム化が推移するとみてい
る。 
 小谷みどり報告「オンライン墓参の可能性」は、台湾・中国・韓国におけるオンライン墓
参の動向を紹介し、その社会的背景を踏まえ考察する。日本ではコロナ禍を契機に出てきた、
オンライン葬儀・香典のネット送金・墓参サービス等々であるが、小谷によれば、台湾・中
国・韓国では、以前からこのようなサービスは普及しているという。韓国ではネット上で火
葬予約システムが運営されており、香典をネット送金する習慣も、現在ではすっかり定着し
た。台湾では海洋散骨や樹木葬などが推進され、結果、目当てとする墓がない遺族が増え、
その人たちに配慮するため、自治体をあげてオンライン参拝が進められてきた。中国では焼
香や冥銭の焼却に伴う二酸化炭素を削減すべく、オンライン参拝の有効性が謳われている。
これらは、自治体や墓地自体で提唱されている点が、日本と大きく異なる。 
 瓜生大輔報告「納骨堂におけるデジタル情報技術の導入動向」は、東京・京都・大阪・名
古屋の搬送式納骨堂を訪問調査した報告と、従来から取り組んできた調査を踏まえた変化
について考察する。都内では、搬送式納骨堂が主流となる一方で、飽和状態にあり、購入検
討者は、インターネットで検索・調査するのは当然で、いくつも見学し比較検討した上で選
択するという。そのため、比較的安価なプランを充実させるところがある一方で、超高級路
線を打ち出すところも出現した。また参拝時、厨子（骨壷）が自動搬送されないデジタル納
骨堂や、厨子よりも目立つ液晶モニターでのデジタル写真を提供するサービスが、今後どの
ような発展を遂げるのかが注目されるという。 
 宮澤安紀報告「お墓と記憶のデジタル化—QRコード付墓石とオンラインメモリアルサイ
トをめぐって—」は、墓参そのものの体験を大きく変容させる可能性を秘めたテクノロジー
でサービスする企業への訪問調査を踏まえ、考察する。宮澤によれば、これらのテクノロジ
ーにより現実にある墓の役割が薄れてしまうとの予想に反して、今回訪問した企業である
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スマートシニア（株）のサービスであるオンラインメモリアルサイトにおいては、むしろ現
実にある墓の存在感が増しているようにも見えるという。アメリカで作成されたプラット
フォームをベースにしつつ、スマートシニアのサービスでは家族単位での利用もできるよ
う仕様変更されており、「新しいテクノロジーによって目指されるのは、従来の家墓や墓参
のあり方の否定ではなく、むしろこれまでの慣習をいかに別の方法によって継続させてい
くことができるかという点にあるように見える」と、興味深い論点を示す。 
 田中大介報告「情報産業としての葬儀業：情報化による職能実践と儀礼実践の変容」は、
葬儀の情報化を「職能実践の情報化」と「儀礼実践の情報化」とに大別・整理し、それぞれ
俯瞰的に動向把握を試みる。職務の遂行に関わる「職能実践の情報化」について、田中は主
に冠婚葬祭互助会における業者と消費者と双方に関する情報システム化を事例としている
が、これは橋本報告や小谷報告における、消費者（ユーザー）も深く関与する情報システム
化の動向と、響鳴する観点である。また「儀礼実践の情報化」について、田中は野田正彰に
よるエッセイ（1992 年時点の電子技術による葬儀演出を踏まえている）を糸口として「葬
儀を情報空間上で成立させる」動向までを俯瞰するが、これは小谷報告はもちろん瓜生報告
や宮澤報告における、現代のテクノロジーを用いた参拝体験の動向と、響鳴する観点である。 
 以上、今期のインターネット班では、各自の課題に着手し、今後の展望を示したことで、
相互の関連性についてもおおよその展望を見通すことが可能となった。翌年次以降の調査
研究が進展することを、望むものである。 
  


